平成28年度　事後評価点検表（内部評価）
１ 事業概要

	事業名
	府立視覚支援学校整備事業

	担当部署
	教育振興室　支援教育課　生徒支援グループ（連絡先06－6944－9362）

	事業箇所
	大阪市住吉区山之内1－10－12

	事業目的及び

事業内容
	【事業目的】

・耐震性能に課題があり補強の必要性があるとされている校舎の現地建替えを行い、耐震性を確保する。また、視覚障がい者の社会参加と自立を促進する教育課程へと再編を行うとともに、地域の小中学校で学ぶ視覚障がい児童生徒及び関係者への教育的支援のセンター的機能の強化を図る。
【事業内容】

○正式名称：大阪府立大阪南視覚支援学校
○敷地面積：9,113㎡

○校舎規模：新築校舎　延床面積　10.328㎡　ＲＣ造3階建 1棟、5階建 2棟
○主要施設：普通教室、特別教室、体育館、寄宿舎等


	関連事業と

その現状
	・府有財産の有効活用の観点から現地建替えを行う。


	社会経済情勢

の変化
	・最終評価時点（H21年度 事前評価）と完成時点（H27年度）とで、本事業をとりまく社会情勢に大きな変化は見られない。


	事業実施による
自然環境の変化
	・現地での新築であるため、自然環境に変化はない。

	最終評価時の意見具申（付帯意見）

と府の対応
	【最終評価時の意見】

・現校舎は、一部は築後71年を経過、残る校舎棟も築45年以上経過しており、耐震性能が著しく不十分であることから、耐震性を確保する必要がある。
・府立視覚支援学校に対する教育ニーズへの対応や新たな職域に結びつく教育内容の充実と確かな学力の定着を図るため、校舎、寄宿舎の建替えにより、教育環境を整備するとともに、建物の耐震性能を確保する。

・府内の小中学校、高等学校における視覚障がい教育を支援する特別支援教育のセンター的機能を果たすことが期待されている。

【府の対応】

・府立視覚支援学校の整備（本事業）を行った。
・地域の小中学校・高等学校で学ぶ視覚障がい児童生徒及び関係者への教育的支援を更に拡充を行っている。

・視覚障がい者にとって欠かすことのできないＩＣＴの活用能力を高めるため、幼稚部、小学部、中学部、高等部における発達段階に応じたＩＣＴ教育の更なる充実を図っている。


２ 事業効果の分析等

	
	【最終評価時点H21】
	【事後評価時点H28】
	【変動要因の分析】

	事業費
	40.5億円
（国：6.5億円、

府：34億円）


	29億円
（国：6.3億円、

府：22.7億円）
	 主に建設工事に係る入札差金による減。

	経過

①事業期間

②採択年度

③着工年度

④完成年度
	①5年
②平成22年度

③平成23年度

④平成26年度
	①6年

②平成22年度

③平成23年度

④平成27年度
	工事進入路について地元住民との協議に時間を要したため、工事の完成が予定より遅れた。

	定量的効果

（費用便益分析等）
	【効果項目】

・支援学校における費用便

益測定の方法が確立されていないため記載不可能。
【受益者】
・府民

	【効果項目】

・支援学校における費用便

益測定の方法が確立されていないため記載不可能。
【受益者】

・府民

	

	事業効果の

定性的分析

（安心・安全、活力、快適性等の有効性）
	【効果項目】

・校舎の耐震性能の向上により、幼児児童生徒が安全・安心に過ごすことのできる教育環境が提供できる。
・理療科・保健理療科・理学療法科の教育内容の充実と、他学科の再編や新設等により、職業課程における技術・能力の確かな向上と新たな職域を開拓できる。
【受益者】

・視覚障がいのある児童生徒

	【効果項目】

・同左
・同左
【受益者】

・視覚障がいのある児童生徒

	所期の目的を達成している。

	その他特記事項
	・なし


３ 評価結果と今後の同種事業に対する改善措置等

	評価結果

（事業効果の発現状況等）
	・耐震性を確保し、良好な教育環境を整備できており、本事業目的は達成されている。

・事前評価時点と比較すると、工事進入路について地元住民との協議に時間を要したため、工事の完成が予定より遅れた。

・事業費は減少しており事業は適切に完了した。


	今後の同種事業に対する改善措置等
	・事業計画については、特に改善すべき点はない。


